
C ONTENTS

 1 くがにくとぅば［黄金言葉］ vol.219
  地域の食品ロス削減を目指す
	 	 合同会社 琉人　代表　玉城 淳一郎・郁子

 8 けいざい風水

 10 おきぎんカトレアクラブ通信

 12 県内景況・確報
	 	 2021年度の県内景況

 20 国内景気動向

 22 沖縄マーケティング情報
	 	 ①沖縄県内の事業所数・従業者数・人口・世帯数
	 	 ②世界の中の沖縄（年次）
	 	 ③グラフでみる沖縄経済
	 	 ④数値でみる沖縄県・全国の経済動向（月次）

 42 経済社会のできごと（沖縄、国内・海外）
	 	 2022年４月

おきぎん調査月報

20226No.573

表紙写真／平和祈念公園（糸満市）

u227404
長方形

u227404
タイプライターテキスト
ご覧になれます

u227404
長方形

u227404
長方形



個別指導塾からの事業スタート

現在の社会的なトレンドからも『ecoeat』が
注目されることが多いのですが、事業のスター
トは2012年に開業し、現在では県内で３教室運
営している個別指導塾『個別指導学院Hero‘s』
でした。私自身はもともと普通のサラリーマン
で、教育関係でも卸・小売業でもありませんで
した。ファストフードの会社に20年以上勤めて
いたのですが、自分の子供の成長に伴い教育に
ついて考えることが増えたことが塾を開業した
きっかけでした。
個別指導塾は集団での授業に比べて一人ひと
りに手厚く対応することができるため、どちら
かというと集団の授業についていくことが難し
い成績の子供たちに向いています。ただ、沖縄
の場合、学力が低い子たちは、比較的経済的に
厳しいご家庭が多いという実態がありました。
子供の成績を上げたくて塾に来るけれど、授業
料が払えなくて結局続けられないというご家庭
を多く見てきました。そこで、何らかの形で授
業料を補填できるような仕組みは無いか考えま
した。単純に授業料を値下げするだけだと会社
が赤字になってしまい、事業自体を存続させる
ことができません。
そんな中で上手くいくのではないかと思った
のが、テレビで見た『ecoeat』の運営でした。
『ecoeat』で利益を出すことができれば、授業
料の補填ができるのではないだろうか？経済的
にあまり余裕のないご家庭も『ecoeat』を利用

してもらうことで、生活費にゆとりができ、少
しでも教育にお金を回すことができるのではな
いかと考えました。

『ecoeat』の活動と食品ロス

そのような考えがあり、すぐに母体となる
『NPO法人　日本もったいない食品センター』
に連絡を取りました。NPOの本体は大阪にあ
るのですが、連絡を取り、信頼関係を築くこと
で開業にいたりました。2020年に糸満兼城店を
オープンし、昨年には２店舗目となる那覇与儀
店をオープンしました。
NPO法人自体の設立の経緯は、現理事長が

商社をやっていたことがきっかけです。当時、
廃棄予定の食品の購入依頼が多くあり、当初は
海外への寄贈を考えていたのですが、国内でも
必要としている方がいると知ったことが『ecoeat』
立ち上げのきっかけだそうです。
『ecoeat』では食品メーカーや卸問屋などの
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今回は、県内３箇所で個別指導塾の経営を行い、また、食品ロス削減ショップ『ecoeat
（エコイート）』を県内２箇所で運営する合同会社 琉人の代表を務める玉城 淳一郎・郁子
ご夫妻へ事業の概要や食品ロス削減へむけた取り組み、今後の展望などについてお話を
伺ってまいりました。

地域の食品ロス削減を目指す

合同会社　琉人
代表　玉城　淳一郎

玉城　郁子　

▲沖縄国場校、沖縄南風原校、沖縄豊見城校の3校を運営



事業者から規格外商品や販売期限・賞味期限の
理由によってまだ美味しく食べられるのに捨て
られる可能性のあった食品を仕入れ、事業者か
らの食品ロスを削減しようとしています。こう
して仕入れた商品を店舗で販売し、得た利益で
食糧支援を行うとともに、食品ロスに関する理
解を深めるための活動にも力を入れています。
食品ロスは本当にいろいろな形で発生してい
ます。賞味期限の３分の１の期間になってしま
うと納品できなくなったり、生産や卸の都合上
すべて販売しきれないほど大量のロットが必要
であったり、例えば、特定の時期に発売される
期間限定デザインの商品なども時期が過ぎると
賞味期限が十分に残っていても廃棄されてしま
います。『ecoeat』ではそのような商品を取り
扱っています。

『ecoeat』と『SDGs』

メディアなどでSDGsが頻繁に取り上げられ
るようになる前から我々はこの事業を行ってい
ますが、昨今の風潮は追い風になっていると感
じます。ただ、今では私もNPOの理事を任せ
てもらっていますが、誰もがこの事業をスター
トできるというわけではありません。理念を共
有することや事業を継続的に続けていけること
も大切だからです。そういった理由から、

NPO自体はほとんど補助金や助成金をもらっ
ていません。補助金や助成金頼みになると途切
れたときに活動できなくなってしまうからです。
食糧支援は継続性が重要ですから、自分たちで
しっかり継続的に利益を出して、継続的に支援
をしようという方針で活動しています。
また、理念の共有という点では、食品ロスに

対する啓発活動も重視しています。『ecoeat』
を単なる賞味期限切れ激安ショップにしないた
めです。例えば、来店された方全員にお声をか
けさせていただいて、初めて来店される方に賞
味期限に関する正しい知識や『ecoeat』の活動
についてお伝えしています。単なるお店とお客
さんという関係性ではなく、一緒に社会課題に
取り組む仲間になってくださいという想いで取
り組んでいます。
また、表現の点でもこだわりがあって、「廃

棄される食品」ではなく、「美味しく食べられ
るのに捨てられる可能性があった食品」という
ような表現をしています。食品に敬意を払うこ
とで、価値のある食品という想いを持ってもら
いたいからです。また、食糧支援を受ける方々
にも「こんな状況だから賞味が切れているもの
を食べなくてはならない」と思うのではなく
「正しい知識を持って美味しいうちにいただい
ている」と思って欲しいという想いからです。

更なる食品ロスの削減に向けて

店舗では家族へ向けての食品ロス削減に向け
た勉強会も定期的に行っています。子供たちだ
けで来てしまうと「いい話を聞いたな」で終
わってしまうので、家庭で聞いたことを実行に
移すことができるように必ず家族で来て貰いま
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▲店内には販売する食材の情報も掲示



す。実は、その中で子供たちのほうが食品ロス
について理解が進んでいると感じることが多く
あります。学校教育に取り入れられているため
だと思われますが、逆に、大人世代の方々に更
に理解を深めてほしいと感じています。
啓発活動は店舗での活動を一番の基本として
考えていますが、もう一つ私がご協力を求めた
いと思っているのが県内の経営者の方々です。
自分たちの会社から出る食品ロスを減らす活動
を積極的に進めていただければと感じています。
県内でもすでに何社か、当団体と協力関係を築
き取引していただいている企業様がいます。こ
のような協力関係の輪を広げるために、経営者
の方々にはぜひ当団体にご連絡いただければと
願っています。今後もメディアへの掲載や活動
の周知などの情報発信を積極的に進め、県内で
の認知向上に努めてまいります。今後、県内で
の認知が進み『ecoeat』の店頭に県産品が並び
県内の食品ロスを減らして行きたいと考えてい
ます。「県内で発生する食品ロスは県内で消費
しましょう」という“新しい形での地産池消”を
目指しています。

まずは行動してみる

私が大事にしていることは何事もまずは行動
してみるということです。まずはやるという前
提で始めて、どうすれば形にできるかを考えて
行きます。
『ecoeat』を初めて目にしたのは朝のTV番組
でしたが、TVを見たその場でメールを送りま

した。多くの人は「やったことが無い」、「その
分野について知らない」といった理由で、なか
なか行動に移さないことが多いです。例えば、
TVで見ても、「後で調べてみよう」となり、更
に後で調べる人も少なくて、その後行動に移す
人は更に少なくなります。やれない理由ややら
ない理由を探せば沢山でてきますが、『ecoeat』
を開業する際に私自身、小売業の経験はありま
せんでしたが、やると決めて具体的な行動を積
み重ねた結果、店舗運営ができていますので、
行動することの重要性を最近は特に感じてい
ます。
食品ロスの削減に関しても、一つ一つの行動

はとても簡単で、例えば、買い物の際に「手前
取り」をしたり、外食時は持ち帰りをするため
に「車にタッパーを常備」するなど簡単なこと
を皆が行動に移すだけで大きな成果につながり
ます。
「必ず行動してください」勉強会のまとめに
参加者へ必ず投げかける言葉です。
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▲店内には勉強会の様子も掲示している
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人材確保、IT整備必要

（2022年３月13日掲載）

テレビや雑誌などの各種メディアにおいてDX
（デジタルトランスフォーメーション）推進といっ
た言葉を多く見かけるようになりました。
DXとは、「企業がビジネス環境の激しい変化に
対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や
社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモ
デルを変革するとともに、業務そのものや、組織、
プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位
性を確立すること」と、経済産業省が2018年に定
義を公表しています。
コロナ禍で、リモートワークができる環境の整備
やオフィス以外で業務を行えるような仕組みづくり
をした企業もあったかと思います。
一方で、日本でDXに「取り組んでいる」企業は
55.8％（アメリカ79.2％）、「取り組んでいない」
企業は日本33.9％（アメリカ14.1％）とアメリカ
と比較して大きな差がついています。
DX推進には、DX戦略の策定および経営のコミッ
トメントによる変革推進、企業変革を推進する人材
確保（スキル評価・処遇、採用・育成、学び直しや
外部人材の活用といった施策の整備）、ビジネス環
境の変化に迅速に対応できるITシステムが必要と
なります。
様々な問題・課題があると思いますが、DXの推
進は、政府が目指すべき未来の姿として提唱した
「人間中心の社会（society5.0）」にもつながるも
のであり、今後のさらなる発展が期待されてい
ます。

（沖縄銀行　総合企画部調査役　國場　幸展）

オンライン上で本人確認

（2022年３月６日掲載）

現代においてインターネットやスマートフォンの
利活用が欠かせませんが、総務省の2020年「通信
利用動向調査」では、全都道府県でパソコンよりス
マートフォンでのインターネットの利用割合が高く
なっています。沖縄県においてもパソコン43.6％
に対し、スマートフォン65.1％の利用割合となっ
ています。
これだけ利用率の高いスマートフォンには色々な
アプリやサービスがあり、生活する上で欠かせない
存在ですが、「eKYC」についてはご存知でしょ
うか。
eKYC	というのは、「electronic	KYC（Know	

Your	Customer）」の略称で、直訳すると「電子
的に顧客を知る」という意味になります。デジタル
技術を用いてオンライン上で本人確認を行うという
ことです。18年11月の犯罪収益移転防止法改正に
より、この方法を利用したサービスが注目されてい
ます。矢野経済研究所の国内のeKYC市場に関する
調査によると2020年度は前年度比2.7倍の約
40.8億円となっており、市場の大きさ、関心の高
さが分かります。
特にスマートフォンのアプリを中心に金融機関で
の口座開設やそれをつなぐ企業や個人との間でサー
ビスの拡充が行われています。また、政府はマイナ
ンバーカードの普及とともにマイナンバーカードを
利用したeKYCの利活用についても推進していま
す。eKYCが進むことで今まで対面で行っていた事
務やサービスがDXとなり、これから県内金融機関
だけなく、行政や自治体も連携した新たなビジネス
シーンへとつながっていくでしょう。

（沖縄銀行　システム部調査役　赤堂　竜希）

DXへの取り組み状況スマートフォン普及とeKYC
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デジタルで人手不足解消

（2022年３月27日掲載）

地方創生、生産性向上も

（2022年３月20日掲載）

現代では私達の身近にAI（人工知能）が組み込
まれたモノがあります。スマートフォンやスマート
スピーカーなどさまざまなシーンで活用されてお
り、私達個人の生活だけでなく企業社会でも金融、
医療、教育などさまざまな分野で活躍しています。
AIといえばロボットやモノに組み込まれるなど
して個人の生活やビジネスで活用されるイメージが
ありますが、地方創生への活用にも注目を浴びてい
ます。例を挙げると、地元の生きた情報を基に自在
に観光ルートを設計できるシステムを開発し効果的
に観光客を誘致する仕組みや、沖縄県でも利用者の
乗降希望によって最適な走行ルートを決めるシャト
ルバスの実証実験などが行われています。
また、人口減少や高齢化社会による人材不足への
対応として自治体のAI導入や活用が進んでいます。
少子高齢化社会では福祉や介護サービスの需要増加
が予想されることから、適切な人員配置ができるよ
うに自治体のAI導入による業務効率の改善も進め
られています。
他にも各国で掲げられているSDGs（持続可能な
開発目標）への活用も進められており、産業や農業
の生産性向上の目的でAIの活用がますます注目さ
れています。一方で無人戦闘機などAIが人間を攻
撃する兵器への利用が脅威となりうることも考えら
れます。
今後、AI活用におけるガイドラインや規制を整
備していくことがAIの発展に必要不可欠であり、
脅威より期待の方へ注力されるよう活躍を遂げてほ
しいと願います。

（沖縄銀行　デジタル事業部調査役　真栄田　祐）

私は以前、所属店舗で担当していた企業の経営者
から「従業員が退職する」や「従業員を募集しても
なかなか人が集まらない」といった、人手不足につ
いての相談をよく受けていました。実際に、経営基
盤の強化に向けて注力する項目として多くの企業が
人材の確保・育成を挙げています。
総務省によると、全国の労働力人口は、2021年
平均で6,860万人となり、前年比で８万人減少して
います。労働力人口の減少が人手不足の要因の一つ
となっていることがうかがえます。当時の私は解決
方法として、銀行と提携する派遣会社や人材紹介機
関への紹介依頼といった提案をしていました。
しかし昨今、メディアなどで、働き方改革の一環
として「RPA」という言葉を目にする機会が増えて
います。「RPA」とは、ロボティック・プロセス・
オートメーションの略であり、訳すと「ロボットで
業務プロセスを自動化する」という意味になりま
す。一般的にパソコン仕事やバックオフィス業務を
ロボットに記憶させ、コンピューターの操作を自動
的に行う業務支援ツールです。
私が現在所属する業務革新部では、「RPA」など
のデジタルを活用した、業務効率化に携わっていま
す。その業務を通して、当時相談を受けていた「人
手不足」の解決方法として「RPA」などのデジタル
を活用したアドバイスができることに気づきま
した。
デジタル機能の活用により人手不足の解消や生産
性向上に取り組むことができます。会社経営者の皆
さまも経営課題解決の手段として、「RPA」を検討
してみてはいかがでしょうか。

（沖縄銀行　業務革新部調査役　親泊　英人）

「RPA」導入による経営課題の解決AI が活躍する未来
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